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フ ェライ トコア を小 型 、軽 量 化 で き、か つ、 1 次 巻 線 お よび 2 次 巻線 の巻 数 を低 減 して 、全体 を小
型、軽量化 で きて コス トダウンが で きる高周波加 熱装置用昇圧 変圧器 を提供す る。ポ ビン形状の絶縁部
材 （2 5 2 ) の 中心 孔 に、 フ ェライ トコア （2 4 2 , 5 4 2 ) の 端部 （2 4 2 c , 5 4 2 c ) を配 置
し、 この端部 （2 4 2 c , 5 4 2 c ) の 先端 を導 電性 接着剤 （7 1 ) に よ って互 いに連結 して い る。上
記 中心孔 内に位置す るフ ェライ トコア 2 ( 4 2 , 5 4 2 ) の 中央部 （6 2 ) に は、ギ ャ ップが な い。 1
次巻線 （2 0 ) , 2 次巻線 （2 1 ) の巻線幅 （W 1 , W 2 ) は、 1 次巻線 （2 0 ) , 2 次 巻線 （2 1 )
の重ね厚み （T 1 , T 2 ) よ りも小 さ くて、巻線形状 は扁平 にな っている。



明 細 書

発明の名称 ：高周波加熱装置用昇圧変圧器

技術分野

[0001 ] この発明は、高周波加熱装置用昇圧変圧器に関する。

背景技術

[0002] 電子レンジのような高周波加熱装置においては、商用交流電源を整流 した

直流電圧をィンバ一タ回路によって高周波電圧に変換 し、この高周波電圧を

高周波加熱装置用昇圧変圧器で昇圧 してマグネ 卜ロンに供給するようにして

いる。

[0003] 従来、この種の高周波加熱装置用昇圧変圧器としては、特許第 3 7 2 6 0

0 号公報 （特許文献 1 ) に記載のものがある。

[0004] この従来の高周波加熱装置用昇圧変圧器は、本願発明者等が発明したもの

で、大量に製造されており、好評を得ているものであり、中心孔を有するボ

ビン形状の絶縁部材と、この絶縁部材の中心孔に揷入された中央部を有する

フェライ 卜コアと、上記絶縁部材に巻回され、その絶縁部材によって相互に

絶縁される共に、巻線幅方向に互いに間隔をおいて対向するように、かつ、

相互の結合係数が 0 . 6 5 ~ 0 . 8 になるように配された 1次巻線および 2

次巻線とを備えている。そして、上記 1次巻線および上記 2 次巻線のそれぞ

れの巻線幅が、上記 1次巻線および上記 2 次巻線のそれぞれの重ね厚みより

小さく、上記 2 次巻線が、分割されることなく 1 つのプロックとして形成さ

れており、さらに、上記フェライ 卜コアの中央部には、ギャップを設けてい

る。

[0005] 上記従来の高周波加熱装置用昇圧変圧器は、上述のように、 1次巻線およ

び 2 次巻線のそれぞれの巻線幅が、 1次巻線および 2 次巻線のそれぞれの重

ね厚みより小さくて、 1次巻線および 2 次巻線の形状が扁平であって、小型

であるため、高周波加熱装置 （構造が複雑な上に高電圧線が配線されている

) の内部に、容易に取り付けることができる上に、上記フェライ 卜コアの中



央部にギャップを設けているため、磁気飽和を防止できて、過電流、スイツ

チング素子の破壊を防止できるという優れた利点を有する。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献 1 ：特許第 3 7 2 6 0 0 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0007] しかしながら、上記従来の小型な高周波加熱装置用昇圧変圧器であっても

、さらなる小型化とコス 卜ダウンをしなければならないという課題がある。

特に、小型化、コス トに大きく影響するコア、 1次巻線および 2 次巻線の小

型、軽量化に対する強い要請がある。

課題を解決するための手段

[0008] そこで、本願発明者は、鋭意、特にコアの小型化、巻線の巻数の低減を検

討 した。高周波加熱装置では、優れた高周波特性と耐熱性が要求されるため

、現在のフェライ 卜コアを他の材料に代えることができない。現在のフェラ

ィ 卜コアを珪素鋼板等の鉄系コア材料に代えると、鉄損が大きくなつて高周

波特性が悪くなり、また、メタルコンポジット材 （金属磁性粉末と樹脂を混

ぜて成形 したもの）に代えると、耐熱性が悪くなるため、フェライ 卜コアの

ままで、小型化することが必要である。

[0009] そこで、本願発明者は、フェライ 卜コアにおいては、フェライ 卜コアの中

央部に、磁気飽和を防止するために、当然にギャップを設けることが必須で

あるという当業者の常識を疑って、万に一つの可能性を考えて、上記従来の

高周波加熱装置用昇圧変圧器のフ I ライ 卜コアの中央部を連結 して、ギヤッ

プを無くして、試みた。そうすると、当業者の予想に反 して、磁気飽和が生

じないことを発見した。

[001 0] その詳細な理由は、定かではないが、次のように、考えられる。図 1 1 の

模式図に示すように、巻線 5 0 1， 5 0 2 を扁平にすると、巻線 5 0 1， 5



0 2 の互 いに対向する面積 が大 き くな つて、 コア 5 1 1 ， 5 1 2 を通 らずに

、巻線 5 0 1 ， 5 0 間で直接結合する矢印 D F で示す磁束が増 えると考 え

られ る。 その結果、 コア 5 1 1 ， 5 1 2 を通 る磁束の量が減 少 して、磁 気飽

和限界が高 くな つた と考 え られ る。 なお、 5 2 0 は、一般 的に考 え られてい

る磁路 を示 し、 L F は漏れ磁束 を示 している。

[001 1] 上記理 由によって、本願発明者等 による扁平 な構成 の高周波加熱装置用昇

圧変圧器 によると、磁 気飽和限界が非常 に高 くな つているため、 ギャップが

無 くても、磁 気飽和 に至 らなか ったのであると考 え られ る。

[001 2] この発明の高周波加熱装置用昇圧変圧器 は、上記発見 に基づいてなされた

もので、

中心孔 を有 するボ ビン形状 の絶縁部材 と、

上記絶縁部材の中心孔 内に配置 された中央部 を有 するフエライ トコアと、

上記絶縁部材 に巻回され、 その絶縁部材 によって相互 に絶縁 され る共 に、

巻線幅方向に互 いに間隔 をおいて対向するように、 かつ、相互の結合係数 が

0 . 6 5 0 . 8 になるように配 された 1 次巻線 および 2 次巻線 と

を備 え、

上記 1 次巻線 および上記 2 次巻線 のそれぞれの巻線幅が、上記 1 次巻線 お

よび上記 2 次巻線 のそれぞれの重ね厚み よ り小 さ く、

上記 2 次巻線 が、分割 され ることな く 1 つの プロックと して形成 されてお

し」、

上記 フェライ 卜コアの中央部 は連結 していてギャップが無 い

ことを特徴 と している。

[001 3] 上記構成 の高周波加熱装置用昇圧変圧器 によれば、上記 フェライ 卜コアの

中央部 にギャップが無 いか ら、 ギャップがあるものに比べて、 イ ンダクタン

ス値 が上が り、 したが って、 1 次巻線 および 2 次巻線 の巻数 を低減 して、小

型、軽量化 および コス トダウンを達成 で きる。

[0014] また、上記 フェライ 卜コアの中央部 にギャップがある上記従来の高周波加

熱装置用昇圧変圧器 と、 1 次巻線 および 2 次巻線 の巻数 を同 じに した場合、



この発明では、上記フェライ 卜コアの中央部にギャップが無いから、フェラ

イ トコアの径を小さくしても、インダクタンス値を確保できて、フェライ 卜

コアを小型、軽量化できて、生産効率を向上でき、コス トダウンを達成でき

る。

[001 5] 実施形態では、

上記フェライ 卜コアの中央部のうちの隣接する 2 つの部分は、導電性接着

剤で接続されている。

[001 6] 上記実施形態によれば、上記フェライ 卜コアの中央部のうちの隣接する 2

つの部分は、導電性接着剤で接続されているから、中央部にギャップの無い

—体構造のフヱライ トコアを、簡単、安価に製造できる。

[001 7] 実施形態では、

上記フェライ 卜コアの中央部のうちの隣接する 2 つの部分は、互いに当接

している。

[001 8] 上記実施形態によれば、上記フェライ 卜コアの中央部のうちの隣接する 2

つの部分は、互いに当接 しているから、簡単、安価に、中央部にギャップの

無いフヱライ トコアを、簡単、安価に製造できる。

[001 9] 実施形態では、

上記フェライ 卜コアは、インサ一 卜成形によって上記絶縁部材の中に埋め

込まれている。

[0020] 上記実施形態によれば、上記フェライ 卜コアは、インサ一 卜成形によって

上記絶縁部材の中に埋め込まれているから、上記フェライ 卜コアと上記絶縁

部材が一体化されていて、取 り扱いが容易になり、かつ、絶縁のための安全

規格等の制約を受けなくすることができる。

発明の効果

[0021 ] この発明によれば、 1 次巻線および 2 次巻線が扁平で、磁気飽和を防止で

きる上に、ボビン形状の絶縁部材の中心孔に配置されたフェライ 卜コアの中

央部にギャップが無いから、インダクタンス値が上がって、フェライ 卜コア

を小型、軽量化でき、かつ、 1 次巻線および 2 次巻線の巻数を低減 して、小



型、軽量化でき、コス トダウンを達成できる。

図面の簡単な説明

[0022] [ 図1] この発明の実施形態 1 の昇圧変圧器の構造を示す断面図である。

[ 図2] この発明の実施形態 2 の昇圧変圧器の構造を示す断面図である。

[ 図3] この発明の実施形態 3 の昇圧変圧器の構造を示す断面図である。

[ 図4] この発明の実施形態 4 の昇圧変圧器の構造を示す断面図である。

[ 図5] この発明の実施形態 5 の昇圧変圧器の構造を示す断面図である。

[ 図6] この発明の実施形態 6 の昇圧変圧器の構造を示す断面図である。

[ 図7] この発明の実施形態 7 の昇圧変圧器の構造を示す断面図である。

[ 図8] この発明の実施形態 8 の昇圧変圧器の構造を示す断面図である。

[ 図9] この発明の実施形態 9 の昇圧変圧器の構造を示す断面図である。

[ 図10] この発明の実施形態 9 の昇圧変圧器の概観構造を示す斜視図である。

[ 図11] この発明の概念を示す模式図である。

発明を実施するための形態

[0023] 以下、この発明を図示の実施形態により詳細に説明する。

[0024] (実施形態 1 )

図 1 はこの発明の実施形態 1 の高周波加熱装置用昇圧変圧器の構造を示 し

ている。この昇圧変圧器は、図 1 に示すように、巻線は、 1次巻線 2 0 ， 2

次巻線 2 およびフィラメン ト巻線 2 3 によって構成され、ボビン形状の絶

縁部材 2 5 に、絶縁部材 2 5 の分割壁により互いに絶縁された状態で、巻回

されている。

[0025] この 1次巻線 2 0 ， 次巻線 2 1 を結合させるための磁性体として、 2 個

のU字形のフェライ 卜コア2 4 ， 5 4 の中央部となる部分 2 4 c ， 5 4 c が

、絶縁部材 2 5 の中心孔 2 5 c 内に配置されている。上記部分 2 4 c ， 5 4

c の先端は、導電性接着剤 7 によって互いに接続されて、上記フェライ 卜

コア2 4 ， 5 4 は一体構造になっている。上記部分 2 4 c ， 5 4 c は、一体

構造のフェライ 卜コア2 4 ， 5 4 の中央部 6 0 を構成 し、この中央部 6 0 は

、絶縁部材 2 5 の中心孔 2 5 c 内に位置する。上記部分 2 4 c ， 5 4 c は、



中央部 6 0 のうちの互いに隣接する部分 2 4 c ， 5 4 c であって、導電性接

着剤 7 1 によって互いに連結されていて、中央部 6 0 には、ギャップが無い

[0026] 上記 1次巻線 2 0 の巻線幅W は、 1次巻線 2 0 の重ね厚みT 1 よりも小

さくて、 1次巻線 2 0 の巻線形状としては扁平になっている。つまり、 1次

巻線 2 0 は、W 1 < T 1 として、好ましくは、 Τ 1 の値がW の値の 1 . 2 ~

9 倍、好ましくは 1 . 5 ~ 9 倍になるようにしている。上記 2 次巻線 2 1 の巻

線幅W 2 と重ね厚み Τ 2 についても、 1次巻線 2 と同様のW 2 < T 2 の関

係となっている。

[0027] 上記 2 次巻線 2 においては、巻線幅W 2 を重ね厚みT 2 よりも短 くした

ことにより、従来のように2 次巻線を絶縁部材で 2 ~ 3 プロックに分割する

必要が無 くなって、巻線を落ち込みにくくすることができる。その結果、昇

圧変圧器の巻線形成工程における巻線の段落ちに起因 して生 じる絶縁破壊、

つまり、段落ち した巻線に高電圧が印加されることによって生 じる巻線の絶

縁破壊を防止することができる。

[0028] また、この実施形態 1 では、上記 2 次巻線 2 1 は、分割されることなく1

つのプロックになっていて、上記絶縁部材 2 5 の分割壁のうち、 2 次巻線 2

を複数に分割する分割壁が無いから、その分だけ昇圧変圧器の高さH を低

くできる。すなわち、図 1 の昇圧変圧器は、巻線の総断面積を変えることな

く、その高さHが低 くなつている。なお、上記絶縁部材 2 5 は、 1次巻線 2

0 および 2 次巻線 2 をそれぞれ収納する2 つの空間と、これら2 つの空間

によって挟まれる位置に、上記 2 つの空間とは分割壁を隔てて形成される他

の空間とを構成 している。なお、 2 6 は 1次、 2 次巻線 2 0 ， 2 1 とコア2

4 ， 5 4 との間の絶縁を確保するための絶縁材である。

[0029] また、上記 1次巻線 2 0 および 2 次巻線 2 の重ね厚みT 1，T 2 が巻線

幅W 1，W 2 よりも大きくしているため、昇圧変圧器の高さ方向に配列され

ている 1次巻線 2 0 および 2 次巻線 2 間の対向する面積が増加 している。

その結果、コア2 4 ， 5 4 を介さずに、 1次、 2 次巻線 2 0 ， 2 1相互間で



の直接結合を大 きくすることができ、 コア 2 4 ， 5 4 を通る磁束量を低減で

きる。 また、上記 1 次巻線 2 0 および 2 次巻線 2 1 の相互の結合係数は、 0

. 6 5 0 . 8 と している。

[0030] この実施形態 1 の高周波加熱装置用昇圧変圧器によれば、上記 フヱライ 卜

コア 2 4 ， 5 4 の中央部 6 0 にギャップが無 くても、磁気飽和が起 こらない

ことが確認された。その理由と しては、概念的には、次のように、考 え られ

る。図 1 1 の模式図に示すように、巻線 5 0 1 ， 5 0 2 を扁平 にすると、巻

線 5 0 1 ， 5 0 2 の互いに対向する面積が大 きくなつて、 コア 5 1 1 ， 5 1

2 を通 らずに、巻線 5 0 1 ， 5 0 2 間で直接結合する矢印 D F で示す磁束が

増えると考 え られる。その結果、 コア 5 , 5 2 を通る磁束の量が減少

して、磁気飽和限界が高 くなつたと考 え られる。

[0031 ] また、上記 フェライ 卜コア 2 4 ， 5 4 の中央部 6 0 にギャップが無いか ら

、ギャップがあるものに比べて、インダクタンス値が上が り、 したがって、

1 次巻線 2 0 および 2 次巻線 2 1 の巻数 を低減 して、小型、軽量化およびコ

ス トダウンを達成できる。特 に、 1 次巻線 2 0 および 2 次巻線 2 の材料で

ある銅線は高価であ り、かつ、重量が大 きいか ら、巻数 を低減することによ

り、 コス トダウンの大 きな効果が得 られ、軽量化の大 きな効果が得 られる。

[0032] また、 フェライ 卜コアの中央部 にギャップがある上記従来の高周波加熱装

置用昇圧変圧器の 1 次巻線および 2 次巻線 と、 この実施形態の 1 次巻線 2 0

および 2 次巻線 2 1 の巻数 を同 じに した場合、 この発明では、上記 フェライ

卜コア 2 4 ， 5 4 の中央部 6 0 にギャップが無いか ら、 フェライ 卜コアの 2

4 ， 5 4 の中央部 6 0 の径 を小さ くしても、インダクタンス値 を確保できて

、 フェライ 卜コア 2 4 ， 5 4 を小型、軽量化できて、生産効率 を向上でき、

コス 卜ダウンを達成できる。

[0033] (実施形態 2 )

図 2 に、 この発明の実施形態 2 の昇圧変圧器の構造を示す。図 2 において

、図 1 に示された実施形態 1 の構成要素 と同一構成要素については、図 1 の

構成要素 と同一の参照番号を付 して、詳 しい説明は省略する。



[0034] 図 2 に示すように、ボビン形状の絶縁部材 2 5 の中心孔 2 5 c には、

フェライ 卜コア2 4 1，5 4 1 の端部 2 4 1 。，5 4 1 c を配置 し、この端

部 2 4 1 c ，5 4 1 c の先端を導電性接着剤 7 によって互いに連結 してい

る。 したがって、上記互いに連結された端部 2 4 1 C , 5 4 1 c からなるフ

エライ トコア2 4 1，5 4 1 の中央部 6 1 には、ギャップが無い。

[0035] この実施形態 2 においては、 1次巻線 2 0 および 2 次巻線 2 を偏平にし

たことによって、図 2 に示す矢印 E部のフェライ 卜コア2 4 1，5 4 1 の磁

気的な結合度合いが高くなつていることを利用 して、フェライ 卜コア2 4 1

, 5 4 の腕から、絶縁部材 2 5 の外周部、すなわち、巻線が施された溝

部の開放端への回り込みをなくしている。これにより、実施形態 1 における

絶縁部材 2 6 を不要とした上に、巻線を巻 く前にフェライ 卜コア2 4 1，5

4 を絶縁部材 2 5 へ取り付けることができる。

[0036] なお、上記絶縁部材 2 5 の内壁には、接地用の板ばね 2 8 を設けている

[0037] この実施形態 2 の高周波加熱装置用昇圧変圧器によれば、上記フェライ 卜

コア2 4 1，5 4 1 の中央部 6 1 にギャップが無 くても、磁気飽和が起こり

にくいことが確認された。

[0038] また、上記フェライ 卜コア2 4 1，5 4 1 の中央部 6 1 にギャップが無い

から、ギャップがあるものに比べて、インダクタンス値が上がり、 したがつ

て、 1次巻線 2 0 および 2 次巻線 2 1 の巻数を低減 して、小型、軽量化およ

びコス 卜ダウンを達成できる。

[0039] また、フェライ 卜コアの中央部にギャップがある上記従来の高周波加熱装

置用昇圧変圧器の 1次巻線および 2 次巻線と、この実施形態の 1次巻線 2 0

および 2 次巻線 2 1 の巻数を同 じにした場合、この実施形態 2 では、上記フ

エライ トコア2 4 1，5 4 1 の中央部 6 1 にギャップが無いから、フェライ

卜コアの 2 4 1，5 4 1 の中央部 6 1 の径を小さくしても、インダクタンス

値を確保できて、フェライ 卜コア2 4 1，5 4 1 を小型、軽量化できて、生

産効率を向上でき、コス トダウンを達成できる。



[0040] さらに、上記フェライ 卜コアの 2 4 1， 5 4 1 の中央部 6 1 にギャップが

無いから、漏れ磁束の発生を防止できる。

[0041 ] (実施形態 3 )

図 3 は、この発明の実施形態 3 の昇圧変圧器の断面図である。図 3 におい

て、図 1， 2 に示された実施形態 1 および 2 の構成要素と同一構成要素につ

いては、図 1， 2 の構成要素と同一の参照番号を付 して、詳 しい説明は省略

する。以下、同様。

[0042] 図 3 に示すように、ボビン形状の絶縁部材 2 5 2 の中心孔には、フェライ

卜コア2 4 2 ， 5 4 2 の端部 2 4 2 c ， 5 4 2 c を配置 し、この端部 2 4 2

c , 5 4 2 c の先端を導電性接着剤 7 1 によって互いに連結 している。 した

がって、上記互いに連結された端部 2 4 2 c ， 5 4 2 c からなるフェライ 卜

コア2 4 2 ， 5 4 2 の中央部 6 2 には、ギャップが無い。

[0043] このように、上記フェライ 卜コア2 4 2 ， 5 4 2 の中央部 6 2 にギャップ

が無いから、ギャップがあるものに比べて、インダクタンス値が上がり、 し

たがって、 1次巻線 2 0 および 2 次巻線 2 の巻数を低減 して、小型、軽量

化およびコス 卜ダウンを達成できる。

[0044] さらに、図 2 と図 3 との対比からも明らかなように、 この実施形態 3 では

、フェライ 卜コア2 4 2 ， 5 4 2 の腕部 2 4 2 a ， 5 4 2 a は、放射状また

は円板状になっていて、腕部 2 4 2 a ， 5 4 2 a の肉厚は、実施形態 2 の場

合に比べて薄 くなつている。そのため、昇圧変圧器の高さH をより低 くでき

る上に、巻線を巻 く前にフェライ 卜コア2 4 2 ， 5 4 2 を取 り付けた場合に

、巻線時の回転モーメン トを安定させることができ、その結果、巻線の巻乱

れが生 じにくくなるという利点がある。

[0045] (実施形態 4 ~ 7 )

図 4 は、実施形態 4 を示 し、図 3 に示 した実施形態 3 の昇圧変圧器のフエ

ライ 卜コア2 4 2 ， 5 4 2 の中央部 6 2 の導電性接着剤 7 によって連結さ

れている箇所とは、フェライ 卜コア2 4 3 ， 5 4 3 の中央部 6 3 の導電性接

着剤 7 によって連結されている箇所が異なるものである。



[0046] また、図 5 は、実施形態 5 を示 し、断面凸形状のフェライ 卜コア2 4 4 の

凸部の先端と円板状または短冊状のフェライ 卜コア 5 4 4 とを導電性接着剤

7 1 によって連結 している。この実施形態 5 では、フェライ 卜コア 5 4 4 が

円板状または短冊状であるから、その成形をより容易にすることができると

いう利点がある。

[0047] 図 6 に示す実施形態 6 は、断面が E字形状のフヱライ トコア2 4 5 と、円

板状または短冊状のフェライ 卜コア 5 4 5 を有する。上記フェライ 卜コア2

4 5 の中央部 6 5 は、絶縁部材 2 5 5 の中心孔に揷通 し、その中央部 6 5 の

先端をフェライ 卜コア 5 4 5 の中心に導電性接着剤 7 によって連結 してい

る。

[0048] 図 7 に示す実施形態 7 は、断面が E字形状のフヱライ トコア2 4 6 と、断

面が E字形状のフェライ 卜コア 5 4 6 を有する。上記フェライ 卜コア2 4 6

， 5 4 6 の中央部を、絶縁部材 2 5 5 の中心孔に揷通 し、両中央部の先端を

導電性接着剤 7 1 によって連結 している。

[0049] (実施形態 8 )

図 8 に示す実施形態 8 では、ボビン形状の絶縁部材 2 5 6 の内部に、ボビ

ン形状の一体のフェライ 卜コア2 4 7 をィンサ一 卜成形等により埋め込んで

いる。上記フェライ 卜コア2 4 7 の中央部 6 6 には、ギャップが無い。

[0050] この実施形態 8 では、フェライ 卜コア2 4 7 が、そのフェライ 卜コア2 4

7 を封止 している絶縁部材 2 5 6 によって絶縁されているから、安全規格等

の要求に基づく接地を行なう必要がなくなると共に、フェライ 卜コア2 4 7

の取 り付け工程を省略することができる。

[0051 ] (実施形態 9 )

図 9 および 1 0 に示す実施形態 9 の昇圧変圧器は、ボビン形状の絶縁部材

2 5 2 の中心孔に、フェライ 卜コア2 4 8 の上端部とフェライ 卜コア 5 4 8

の下端部とを配置 し、コア固定バン ド2 7 によって、フェライ 卜コア2 4 8

とフェライ 卜コア 5 4 8 とを押圧 して、この上端部と下端部とを互いに当接

させている。これにより、フェライ 卜コア2 4 8 の上端部とフェライ 卜コア



5 4 8 の下端部との間に、ギャップが無いようにしている。

[0052] なお、上記コア固定バン ド2 7 の下側の端部 2 7 a が接地ピンとして機能

している。

符号の説明
[0053] 2 0 次巻線

2 1 2 次巻線

2 4 , 5 4 ， 2 4 1 , 5 4 1 , 2 4 2 , 5 4 2 , 2 4 3 , 5 4 3 , 2 4 4

， 5 4 4 , 2 4 6 , 5 4 6 , 2 4 7 , 4 8 , 5 4 8 フェライ 卜コア

2 5 ， 2 5 1 , 2 5 2 , 2 5 5 , 2 5 6 絶縁部材

6 0 ， 6 1， 6 2 ， 6 3 ， 6 4 ， 6 5 ， 6 6 中央部

導電性接着剤

T 次巻線の重ね厚み

T 2 2 次巻線の重ね厚み

W 次巻線の巻線幅

W 2 2 次巻線の巻線幅



請求の範囲

[ 請求項 1] 中心孔 を有するボ ビン形状の絶縁部材 （2 5 ， 2 5 1 , 2 5 2 , 2

5 5 ， 2 5 6 ) と、

上記絶縁部材 （2 5 ， 2 5 1 , 2 5 2 , 2 5 5 , 2 5 6 ) の中心孔

内に配置 された中央部 （6 0 ， 6 1 ， 6 2 ， 6 3 ， 6 4 ， 6 5 ， 6 6

) を有 するフェライ 卜コア （2 4 ， 5 4 ， 2 4 1 , 5 4 1 , 2 4 2 ,

5 4 2 , 2 4 3 , 5 4 3 , 2 4 4 , 5 4 4 , 2 4 6 , 5 4 6 , 2 4 7

， 4 8 , 5 4 8 ) と、

上記絶縁部材 （2 5 ， 2 5 1 , 2 5 2 , 2 5 5 , 2 5 6 ) に巻回さ

れ、 その絶縁部材 （2 5 ， 2 5 1 , 2 5 2 , 2 5 5 , 2 5 6 ) によつ

て相互 に絶縁 される共 に、巻線幅 （W 1 ，W 2 ) 方向に互いに間隔を

おいて対向するように、かつ、相互の結合係数が 0 . 6 5 ~ 0 . 8 に

なるように配 された 1 次巻線 （2 0 ) および 2 次巻線 （2 1 ) と

を備 え、

上記 1 次巻線 （2 0 ) および上記 2 次巻線 （2 1 ) のそれぞれの巻

線幅 （W 1 ，W 2 ) が、上記 1 次巻線 （2 0 ) および上記 2 次巻線 （

2 1 ) のそれぞれの重ね厚み （T 1 ， T 2 ) よ り小さ く、

上記 2 次巻線 （2 ) が、分割 されることな く 1 つのプロックと し

て形成 されてお り、

上記 フェライ 卜コア （2 4 ， 5 4 ， 2 4 1 , 5 4 1 , 2 4 2 , 5 4

2 , 2 4 3 , 5 4 3 , 2 4 4 , 5 4 4 , 2 4 6 , 5 4 6 , 2 4 7 , 2

4 8 ， 5 4 8 ) の中央部 （6 0 ， 6 1 ， 6 2 ， 6 3 ， 6 4 ， 6 5 ， 6

6 ) は連結 されていてギャップが無い

ことを特徴 とする高周波加熱装置用昇圧変圧器。

[ 請求項2] 請求項 1 に記載の高周波加熱装置用昇圧変圧器 において、

上記 フェライ 卜コア （2 4 ， 5 4 ， 2 4 1 , 5 4 1 , 2 4 2 , 5 4

2 , 2 4 3 , 5 4 3 , 2 4 4 , 5 4 4 , 2 4 6 , 5 4 6 ) の中央部 （

6 0 ， 6 1 ， 6 2 ， 6 3 ， 6 4 ， 6 5 ) の うちの隣接する 2 つの部分



は、導電性接着剤 （7 1 ) で接続 されていることを特徴 とする高周波

加熱装置用昇圧変圧器。

[ 請求項3] 請求項 1 に記載の高周波加熱装置用昇圧変圧器 において、

上記 フェライ 卜コア （2 4 8 ， 5 4 8 ) の中央部の うちの隣接する

2 つの部分は、互いに当接 していることを特徴 とする高周波加熱装置

用昇圧変圧器。

[ 請求項4] 請求項 1 か ら3 のいずれか 1 つに記載の高周波加熱装置用昇圧変圧

器 において、

上記 フェライ 卜コア （2 4 7 ) は、 インサー ト成形 によって上記絶

縁部材 （2 5 6 ) の中に埋め込 まれていることを特徴 とする高周波加

熱装置用昇圧変圧器。

















INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

I PCT / JP2 0 1 2 / 0 8 2 3 0 2
A . CLASSIFICATION OF SUBJECT MATTER
H01 F 3 0/0 0 ( 2 0 0 6 . 0 1 ) i , H01 F 2 7 / 2 8 ( 2 0 0 1 ) i

According to International Patent Classification (IPC) or to both national classification and IPC

B . FIELDS SEARCHED
Minimum documentation searched (classification system followed by classification symbols)
H 0 1 F 3 0 / 0 0 , H 0 1 F 2 7 / 2 8

Documentation searched other than minimum documentation to the extent that such documents are included in the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922-1 996 Jitsuyo Shinan Toroku Koho 1996-2013
Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1 971-2013 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994-2013

Electronic data base consulted during the international search (name of data base and, where practicable, search terms used)

C . DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

J P 2 0 0 3 - 8 6 4 3 1 (Tabuchi E l ectri c Co . , Ltd . ) 3
2 0 March 2 0 0 3 ( 2 0 . 0 3 . 2 0 0 3 ) ,
ent i r e text ； a l l drawings
& J P 2 0 0 3 - 8 6 4 3 3 A & J P 2 0 0 3 - 8 6 4 3 7 A

J P 3 7 2 6 0 1 0 B2 (Sharp Corp . ) ,
3 0 Septembe r 2 0 0 5 ( 3 0 . 0 9 . 2 0 0 5 ) ,
ent i r e text ； a l l drawings
& US 62 9 7 5 9 3 B l & E P 1 0 5 8 2 7 9 A l
& DE 6 0 0 2 0 0 0 5 D & DE 6 0 0 2 0 0 0 5 T
& CN 1 2 8 2 0 8 1

Further documents are listed in the continuation of Box C . See patent family annex.

* Special categories of cited documents: " later document published after the international filing date or priority
"A document defining the general state of the art which i s not considered date and not in conflict with the application but cited to understand

to be of particular relevance the principle or theory underlying tiie invention

"E earlier application or patent but published on or after the international "X" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
filing date considered novel or cannot be considered to involve an inventive

L document which may throw doubts on priority claim(s) or which i s step when the document i s taken alone
cited to establish the publication date of another citation or other "Y" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
special reason (as specified) considered t o involve an inventive step when the document i s

"O" document referring to an oral disclosure, use, exhibnion or other means combined with one or more other such documents, such combination

"P" to the international filing date but later than being obvious to a person skilled in the art
"&" document member of the same patent family

Date of the actual completion of the international search Date of mailing of the international search report
1 2 March , 2 0 1 3 ( 1 2 . 0 3 . 1 3 ) 2 6 March , 2 0 1 3 ( 2 6 . 0 3 . 1 3 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent Of f i c e

Facsimile No. Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

PCT / JP2 0 1 2 / 0 8 2 3 0 2

C (Continuation). DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

Y J P 2 00 4- 11 15 2 8 A (Mat su shita E l e c t r i c 1 - 3
I ndu s t r i a l Co . , Ltd . ) ,
0 8 Apri l 2 0 0 4 (0 8 . 0 4 . 2 004 ) ,
enti r e text ; a l l drawi ngs
& US 2 00 4 / 0 1 08 93 2 A l & EP 1 40 0 988 A2
& CN 1 4 95 8 13 A

Y J P 2 002 - 13 42 66 A (Sharp Corp . ) , 1 - 3
10 May 2 002 (1 0 . 05 . 2 002 ) ,
enti r e text ; a l l drawi ngs
(Fami l y : none )

X J P 2 005 - 5 7 15 0 A (Tabuchi El ectri c Co . , Ltd . ) , 1 , 4
03 March 2 005 (03 . 03 . 2 005 ) ,
enti r e text ; a l l drawi ngs
( ami l y ： none )

Form PCT/ISA/2 10 (continuation of second sheet) (July 2009)



国際調査報告 国際出願番 号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 8 2 3 0 2

発 明の属す る分野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. H01F30/00 (2006. 01) i ， H01F27/28 (2006. 01) i

B . — 調査 を行 った分野

調査 を行 った最小 限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. H01F30/00, H01F27/28

最小 限資料以外の資料 で調査 を行 った分野に含 まれ るもの

日本 国実用新案公報 9 2 2 - 1 9
日本 国公 開実用新案公報 9 7 1 - 2 0
日本 国実用新案登録公報 9 9 6 - 2 0
日本 国登録実用新案公報 9 9 4 - 2 0

国際調査で使用 した電子デ、 -ス （デぃ -ス の 9名111 称 、調査 に使用 した用語 )
6333
年年年年

C . 関連す ると認 め られ る文献
引用文献の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文献名 及び一部 の箇所 が関連す る ときは、そ の 関連す る箇所 の表示 請求項 の番号

X J P 2003-86431 A ( 田淵 電機株 式会社） 2003· 03· 20，全 文 、全 図 1 - 3
& 】P 2003-86433 A & JP 2003-86437 A

Y J P 3726010 B2 ( シ ャ ー プ 株 式会社） 2005· 09· 30，全 文 、全 図 1 - 3
& US 6297593 B 1 & EP 1058279 A 1 & DE 60020005 D & DE 60020005

T & CN 1282081 A

Y J P 2004-111528 A (松 下電器 産 業株 式会社） 2004· 04· 08，全 文 、全 1 - 3
図 & US 2004/0108932 A l & EP 1400988 A2 & CN 1495813 A

c 欄 の続 きに も文献が列挙 されてい るc パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の 後 に公表 された文献
ΓΑ 」特 に関連 のあ る文献 ではな く、一般 的技術水準 を示す 「Τ 」国際出願 日又 は優先 日後 に公表 され た文献 であって

もの 出願 と矛盾す るものではな く、発 明の原理又は理論
ΓΕ 」国際出願 日前 の出願 または特許 であ るが、国際出願 日 の理解 のために引用す るもの

以後 に公表 され た も の 「X 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発行 の新規性又 は進歩性 がない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由を確 立す るた めに引用す ΓΥ 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 と他 の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上の文献 との、当業者 に とって 自明である組合せ に

Γθ 」 口頭 に よる開示、使用、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
ΓΡ 」国際出願 日前 で、かつ優先権の主張の基礎 とな る出願 Γ& 」 同一パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国際調査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
2 . 0 3 . 2 0 1 3 2 6 . 0 3 . 2 0 1 3

国際調査機 関の名称及 びあて先 特許庁審査官 （権限のあ る職員） 5 D 9 3 7 3

日本 国特許庁 （I S A J Ρ ) 井 上 健一
郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京都千代 田区霞が関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 5 5

様式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C J P 2 0 0 8 2 3 0 2

C (続き）. 関連すると認められる文献
引用文献の 関連する
カテ ゴ リー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連するときは、その関連する箇所の表示 請求項の番号

Y JP 2002-134266 A ー プ株式会社） 2002. 05. 10，全文、全図 1 - 3
( フ ア ミ リーな し）

X JP 2005-57150 A (田淵電機株式会社） 2005. 03. 03，全文、全図 1 ， 4
( フ ア ミ リーな し）

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペー ジの続き） （2 0 0 9 年 7 月）


	abstract
	description
	claims
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

